
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度 事 業 報 告 書

特 定非営利活動法人 FBO

1 事業の成果

本年度も、活動目的のひとつである消費者に対する飲食情報の発信を観点に、飲食サービス業に従事

する方々への積極的な情報提供、さらには最終消費者に対するサービスノウハウの提供をおこなった。

2020年に開催を予定していた東京オリンピックに向け、訪日外国人客が増加の傾向であることを踏まえ、

サービスの質の向上を目的とした諸外国の食文化に対する理解を深める教育活動も多数、行 うことがで

きた。また、2019年 9月 には、日本の酒を楽しむ試飲会型イベントST化EJ.SAKEを 開催し、一般消

費者に日本酒をはじめとした日本の伝統文化や食のはたす社会的役割について普及啓発活動に取り組ん

だ。2020年 2月 以降、新型コロナウイルス感染拡大の影響により当会でも多くの事業、イベントの開催

が中止となつたが、コロナ禍であっても飲食サービス業に従事する方々の積極的な要望に応える一方、

当会が独自に定める飲食サービス業、ホスピタリティ業に従事する方々の資質と能力をそれら業界企業

および消費者に保証する事業 (会員制度)については、本事業年度において新たに 2千人の方に利用さ

れ、合計では 1万名を超える方々に利用されている。

このことは、少なからず、わが国の飲食サービス業、ホスピタリティ業におけるサービスの質をより高

めるとともに、無形であるサービスの消費者に対する品質保証の面で貢献できたであろうと考える。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【145,768】 千円)

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

飲食に関する
調査研究

「サービス事業としての飲食
業界の経営戦略やマークティ
ング」に関して東洋大学で講
座を開講および調査・研究協
力を行った。

平成 31年

4月 ～

令和 2年

3月

東洋大学 2名

大学院生・

ホテル・飲食サ
ーヒ

｀
ス産業

関係者

一 般 従 事

者

約 70名 3,115

会報誌等の発
行による飲食
に関する広報
事業

飲食およびサービスに関す る情

報誌 (FI〕0会報誌)の作成およ
び配布を行った。

平成 31年

4月 ～

令和 2年

3月

FBO

事務局
15名

FI,0認定

会員

及び賛助

糸t,8,500

名及び企

業
約 50社

28,322

講習会による
飲食に関す る
人材育成事業

・賛助会員の主催する講習会、
認定試験のサホ

°―卜及び監督 (運

営協力・資料提供等を行った)

各種セ ミナー。

平成 31年

4月 ～

令和 2年

3月

FBO事
務局

他全国 5

会場

15名

飲食産業

従事者及

び

国酒 (日 本

酒・焼 酎 )

愛好家

2,OOO 4 112,463



・日本酒、焼酎蔵元体験実習に
お ける指導員の派遣 を行 っ
た。

平成 31年

4月 ～

令和 2年
3月

全国

9蔵
9名

日本の国

酒の造 り

及び

製 造 文 化

を迫 求 す

る者

38名

イベン ト開催
等による飲食
に関する普及
啓発事業

・日本酒セ ミナー・地酒イベン
トを開催 した。

平成 31年

4月 ～

令和 2年

3月

2会場 10名

FBO認定

会員及び

日本酒愛

好家

230名 1,255

飲食 に関す る
資格基準の策
定、公表及び
認定

・認定証作成及び認定に関す
る案内の作成、発送を行った。

随時

FB〈)

事務局
8名

FBO既 存

認 定 会 員

及 び 新 規

認定者

約 1,200

名
111



書式第 13号 (法第 28条関係)

平成31年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上塾場合)

定非営利活動法人 FB0
〔単位 :円 :

金   鰭 小計・ 合計

500,000
22,331,300

22.831.300

講習等による飲食に関する人材育成事業収益

4
イベン に

そ の の

金人

受取利息

入

受取賛助会員入会金

受取正会員会費
受取賛助会員会費

600,000
6.175,000

133.062.141

・139t,037● 141

24,129,615
186.800

24,316.415

161

28,181

28.342

187.013.198

70,132,766
9,858,764
2.473.584
1,945,027

84,410.141

10,391.512

14,000

198,800
3.576,723

759,036
2,755,198
3,013,084
6.061.970

495,141

3.084
39,420

8,402,999
25,646,803

145,767.911

61.357.770

717.510
_ ・717.510

35.332,i30

1

1

(2) の

2 の

給料手
1`(

法定福利費
通勤費

仕人
教育研修費
販売促進費
発送費
会場費
旅費交通費
通信費
消耗品費
会議費
新聞図書費
賃借料
印刷製本費
委託費

教育研修費
振込手数料
支払手数料
諸会費
交際費
旅費交通費
通信費
消耗品費
租税公課
減価償却費
地代家賃
光熱水道費
保険料
会議費
賃借料
寄付金支出
委託費
雑費

16.800
281,112

5,277,427
454.180
447,148
412,357

1,847,759
372.493

7,025,350
1,084,644
9,679,200

864,969
771,952
136,993

4,714,698
550,000

1,311,840
25,524
57.684

36.040.640
181.817.551

5.195.647A B

D

当 期 経 常 タ.増 減 額 C D ・・・(2
b.19b.64′

982.324
△ 28.056.610

人

正 △ 23.843.287

調= ,

l 前  当  期  正  味  財  産  増  減 額 (1)+(2)・ ・ ・ ③

④

0



書式第 15号 (法第 28条関係 )

平成31年度 貸借対照表
特定非営利活動法人 FB0

事 業 報 告 用

金  額

A
1

2

資

の

(1) 形固

フ ェ ア

(3) そ の

(2)無形

現金頂金
売掛金
商品
仮払金
頂け金

保険積立金

保証金

58,482,215
557,206

1,785,055
298,275

9,777,571

__・  70.900● 322

1.265,418

744,172
9,071,016

11.080.609

【A】 資 産 合 計 ①+② 81,980,931

B-1

退職給付引当金

の

２

・

+

_´ .::■ |`||´

,..、 ,,, .

未払金

未払消費税
未払法人税等
前受金

り金

7,623,769
2,094,200
912,300

92,696,126
552,796

・■・ ‐ ・ ‐|●|‐ ―'・ ‐103.879,191

1,945,027

|11. 1,945,027

105,824.218

△ 28,056,610
4,213,323

B-2
口II 正

正 の

正 産

△ 23.843.287

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 81.980,931

■■口爵喘 ■■■



書式第 16号 (法第28条関係)

平成 31年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 FBO

1_重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)によっています。

(1)棚 卸資産の評価基イf:及び評価方法
棚卸資産の評価基4は原価基■により、評価方法は最終仕入法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は定率法で、無形固定資産は定額法で償却をしています。

(3)消費税等の会計処理
消費税等は税込経理により処理しています。

2.事業別損益の状況

3.固定資産の増減内訳

科 日
飲食に関する
調査研究事業

会報誌等の発
行による飲食
に関する広報

事業

講習等による
飲食に関する
人材育成事業

イベント開催
等による飲食
に関する普及
啓発事業

飲食に関する
資格基準の策
定、公表及び
認定事業

事業部門計 管理部門 合 計

24,129,615 186,800

0

O

24.316.415
0 28,342

22,831,300
139,837,141

22,831,300
139,837,141
24.316,415

28,342
24.129,615 186.800 24.316,415 162.696,783 187.013,198

70,132,766
9,858,764
2.473.584
1,945,027

0 717.510

70,132,766
9,858,764
2.473,584
1,945,027

717.510

70,132,766
9,858,764
2.473.584
1,945,027

84.410.141 84.410.141 717.510 85,127,651

10,391,512
30,800
198,800
281,112

5,277,427
3,576.723

759,036
454.180
447,148

3,167,555
4,860,843
6.434,463
7,025,350
1,084,644
9.679,200

0

864,969
771.952
632.134

3.084
4,754,118
8,402,999

550,000
26.958,643

25,524
57,684

96.689,900

10,391.512

174.800

1,716.351
397.036

1,668,815
1,437.170
4.009,296

1,082,717

6.902.304

28.053.322

273,321

312,000

41,024

357.421

12,849

30,420
79,776

402,069

l.255,359

10,800

111,413

111,413

10,391,512
14,000

198,800
0

0

3,576,723
759,036

0

0

2,755,198
3,013,084
6,061,970

3,084
39,420

8,402.999
0

25,646,803
0

0

61.357,770

495,1

281.112
5,277,427

454,180
447.148
412,357

1,847,759
372.493

7.025,350
1,084,644
9、 679.200

864,969
771,952
136,993

4,714.698

550,000
1.311.840

25,524
57.684

35,332,100

16,800

958,680
3.120

517

111.300
3,084

5,560

2,008.000

3,115,261

1,860,372
50.000

86,679
1,572,794
1,533,323

7,234,946

16.334.430

28,822,415

2,200

97,671

36.049.640 181.817.5513.115.261 23.322.415 112.463.463 1.255.359 111.413 145,767,911
△  111 △ 121.451.496 126.647.143 9塁,_o47△ 3.115.261 △ 28.822.415 △  88.333.848 △  1、 068.559

I i経常収益
l 受取入会金
2.受 11又 会費
3.事業収益
4.そ の他の収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人 件費

給料手当
法定福利費
通勤費
退職給付費用
福利厚生費
人件費計

(2)そ の他経費
仕人
教育研修費
販売促進費
振込手数料
支払手数料
発送費
会場費
諸会費
交際費
旅費交通費
通信費
消耗品費
租税公課
減価償却費
地代家賃
修繕費
光熱水道費
保険料
会議費
新聞図書費
賃借料
印刷製本費
寄イ」金支出
委員〔費
雑費
雑損失
その他経費言|

経常費用計
当期経常増減額

減価償却累計額 期末帳簿価額科 日 期首取得価額 取得 減 少

3

1,265,418

744,172
9.071,016

2,833,408

26,235,270

0

9,071.016
744,172

2,833,408

26,235,270

744,172
9,071,016

2,833,405

24,969,852

27.803.257 11.080.60938.139.694 744.172 38.883.866

有形固定資産

什器備品
無形固定資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

保険積
'金保証金

合計



書式第 17号 (法第 28条関係)

平成31年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 FB0

金   額 小  ,計 合  計

831,666
1,853,215

55,797,334 58,482,215

557,206

695,624
27,833

445,305
8,476

155,034
13,608

37,415
401,760 1,785,055

298.275

A
1

2

2.

精 米 サンプル

仮 金

り 銀

シ ステム

〈a

alPa

与源泉

155

1)

ソフトウェア

預け金

いサービス科学研究所

新訂 もてなしの基
FBO公 認講師
酒仙人直伝 よくわかる日本酒
サービス実務教本
食品衛生管理
オリジナルワッペン (大 )

卓上認定証書額

l,詢 冊
42冊

2,153冊
17冊

162冊

12価

35価

現金預金
手万現金
三井住友銀行 普通預金

什器備品
発行機貧ラコイ

'ヾ
ソコン

・

IMAじ .

保険積立金
日本生命相互会社

証金

株酒類総研

9,777,571
70.90● 322

1,265,418

744,172

9,071,016
11_08● 609

81,980,931【A】 資 産 合 計 ①+②

|- 1 負 債 の 部

6.904,157
222.163
34,713
35.656
00,041
150,000
142.039
105,000 7.623.769

2,094,200

912,300

3,450,000
87.251,126
1,995,000 92,696,126

208,963
78.533

265,300 552,796
103.879.191

ロポリタンエ ドモン ト
ド

‐

等

税

払 人税

2 3月

確定消費税

法 人

令和 2年 3月

預り金
給与源泉所得税
報酬源泉所得税
住民税

賛助会費会費
認定会員会費
認定会員入会金

未払金
欄酒類総研
日本郵使欄
欄人西印刷

ア ス クル )

ス

前受金
令和 2年度
令和 2年度
令和 2年度

く

ラ
ト

一

材
プ
メ
ヵ

建

一
ル
な

西
イ
テ
そ

新

帽

ホ

リ

1_045_027
1,945,027

【〔

退職給付引当金
職員

105.824.218【B-1】 負 債 合 計 ③+④

△ 23.843.287【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

1

1

1



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成31年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

墨珪 L宣ヨ旦動五 生_IBO

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

Z各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 監事

ミギタ ケイジ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日右田 圭司

2 監 事理 事

マツモ ト マサヒコ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日松本 正彦

3 監 事理事

イノウエ ヒロフミ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日井上 博文

4 監 事理事

ヤマダ ヒロアキ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月   日

月 日山田 博彰

5 監 事

ヒオキ ハルユキ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日日置 晴之

6 ・監事

オオモ リ キヨタカ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年大森 清隆

7 ・監事

イタノ` マサヨシ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年1   月   日板場 正義

8 理 事

ヒラツカ タケシ 平成31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年平塚 剛



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 FBO

氏    名 住 所 又 は 居 所

1
右田 圭司

2 右田 智未

3 日置 晴之

4
大森 清隆

5
板場 正義

6 山田 博彰

7
日置 孝恵

8
大森 琴美

9 株式会社 酒類総研

代表取締役 日置晴之

10
株式会社サーヒ

゛
ス科学研究所

代表取締役 大森清隆

11

12


